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(5) 児童保護事業
日本における児童保護の成立は大正期後半
である｡1918(大正 7)年の米騒動および
1920(大正 9)年以降の慢性的経済恐慌を背
景に､大正デモクラシー思潮の上に児童保護
が成立した｡その成立と展開は日本国内一様
ではなく､それぞれの地域独特の成立と発展
過程があった｡
児童保護の対象とそれに対応する児童保護
事業の種類は､広範にわたっていた｡この時
期の､児童保護研究の第一人者であった生江
孝之①は児童保護事業の対象とその種類につ
いて､以下のように示している｡②
1 児童保護事業
(イ)普通児童
胎児､乳児､幼児､学童及就労児童
(ロ)特殊児童
環境異常児
棄児､遺児､孤児､被虐待児､私生子
身体異常児
虚弱視､病児､盲聾唖児､吃音児､其他の不
具児
精神異常児
劣等児､低能児､白痴児､精神薄弱児
複合異常児
浮浪児､不良児､犯罪児
2 児童保護施設の種類
(イ)普通児童に対する施設
胎児及乳幼児保護施設
妊産婦保護 (巡回産婆､妊産婦相談所､産
院､乳児院)､牛乳供給所､母乳奨励家庭補助､
乳幼児健康視察員､児童健康相談所､昼間乳幼
児保育所､昼夜間保育所等
学童保護施設
学童保護 (学校医､学校看護婦､学校歯科治
療所)､学童給食､劣等児教育､児童性能診査
所､盛夏学校､児童避暑事業､特殊小学校､夜
間学校､子守学校等
就労児童保護施設
職業指導､少年職業紹介所､健康保護少年宿
泊所､徒弟教育等
児童遊戯娯楽及教化施設
児童遊戯場､小公園､学校運動場開放､児童
倶楽部､児童慰安会､活動写真､図書館等
(ロ)特殊児童に関する施設
環境異常児
育児事業(棄児､孤児､貧児等)､被虐待児保
護事業､私生子保護事業等
身体異常児
林間学校､児童病院､盲学校､聾唖学校､吃
音矯正､其他不具児保護施設
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精神異常児
低能児教育､白痴児保護､精神薄弱児保護等
複合異常児
教護院､感化院､矯正院､少年保護司､警情
学校､児童鑑別所等
生江は上記したように､｢児童を其のあらゆ
る状態に応じて徹底的に保護教養して､其の
良能良性を伸長せしむる事業を総称 して､之
を児童保護事業 といふのである｡｣③と言及し
ている｡このように､児童保護事業の分野は
広 く多岐にわたっていた｡
以下､石川県における児童保護の成立 と発
展過程の様相を実態資料を踏まえて述べてみ
る｡
1) 石川県児童保護行政の動向
石川県社会課は､乳児死亡の増加を憂慮 し､
1922(大正11)年より乳児展覧会を行い､翌
年 8月には5日間にわたり乳幼児保育講習会
を開催 したほか育児講演等を行い乳幼児保護
事業の振興を図った｡
1924(大正13)年には､石川県社会課は愛
国婦人会石川県支部 との共催で児童保護講習
会を8月6口より9日まで兼六会館にて開催
した｡その概況は以下の通 りである｡
児童保護講習会
1.講師及講演題目
1) 出産の前後 (3時間)
金沢医科大学教授 久慈直太郎
2) 乳幼児の取扱 (3時間)
金沢医科大学教授小児科部長 津田好文
3) 児童の族け方 (3時間)
林小児病院長 林 篤
4) 子供の心理 (3時間)
金沢医科大学教授 早尾虎太
5) 児童保護に就て (5時間)
社会局第二部 小津嘱託
2.講習員
申込者105名出席者92名､内2日以上出席し講
習叢書を授与せし者下記の如し
表 1 受講者の動向
江 舵 石 河 羽 磨 珠 金 計
沼 美 川 北 咋 島 洲 釈
教員 3 8 14 1 4 4 3 8 45
産婆 1 ll 1 1 3 17
農莱 2 2
煤母 1 1
無職 2 4 6
看護棉 1 3 4
(注)石川県社会事業協会 打石川県の社会改良』
第2号､大正14年7月､121頁
児童保護講習会の状況をみるに､講師陣は
とくに乳児死亡 との関連から医師が多 く配置
され､児童保護については社会局嘱託の小洋
一が招樽されていた｡
講習叢書を授与された受講者は75名で､そ
のうち45名が教員で圧倒的に多 く､次いで産
婆の17名であった｡受講者を地区別にみると
石川郡が30名 と最 も多 く､次いで金沢市の18
名であった｡
また､鹿島郡田鶴演村では､同村の乳児死
亡率が同県はもとより他町村 と比 して非常に
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高率を示しており､その改善策として乳児晴
育方法の指導宣伝を行うため､1923(大正12)
年11月28日に後援会を田鶴潰村処女会が開催
し､その傍 ら乳児検診を実施し､晴育法につ
いて指導を行った｡翌年12月8日に第 2回乳
児保育講習会を開催した｡同講習会の概況は
以下の通 りである｡
鹿島郡田鶴演村第2回乳児晴育講習会
1.期日会場 大正13年12月8日 田鶴潰小学校
2.主催等 田鶴演村処女会主催 田鶴潰村役
場後援
3.講 師 医学博士 林 篤
4.講習員 乳母52人､主婦43人
処女会員38人､愛国婦人会員6人
聴講者 他校女教員4人､当校及他
校高等女児50人､来賓3人､計196人
5.会の次第
(イ)乳児発育状態検診
午前10時より小林医主任の下に村吏員､小学校
職員､処女会員の手に依り乳児52人の身体検査を
なす
(ロ)講話 (自午後 1時至午後3時半)
本村乳児の死亡並に死産に就き
処女会長 室田輿一郎
乳児の取扱方法に就き 医学博士 林 篤
同講習会は地方の処女会主催によるもので､
受講者は先に述べた児童講習会とは違い､田
鶴演村の乳母や主婦､処女会会員および高等
女児等であった｡内容は乳児検診 と小児病院
長林篤の講話等であった｡乳児検診の結果､
昨年の検診結果よりも見違えるほど改善され､
また乳母の乳児取扱方も一般に熟練したよう
に認められた｡④
さらに､1925(大正14)年 7月から8月に
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かけて石川県と愛国婦人会石川県支部共同開
催で婦人問題児童問題講習会が県下 7カ町で
開催された｡⑤その概況は以下の通 りであっ
た｡
婦人問題児童問題講習会
1.日的 婦人をして内面的に又社会的に自覚せ
しめ､科学智識を普及して家庭生活特に児童の教
養に関して遺憾なからしめんことを期す｡
2.方針 別記諸科目につきて各種専門家の講演
を講ひ､中田主事は内面的にそれら諸講演の連絡
系統を図り､以て多様なる講演内容をして多事た
らしめず､一事の多面たらしめんことに力めた｡
3.講演要目及び講師
1.婦人衛生
金沢医科大学付属病院 小山正直
金沢医科大学付属病院 玉川 和
内1名
2.家事家政 ガントレット恒子
県女子師範学校教諭 八反田ふで
内1名
3.育児問題 林小児病院 柴田宜輔
4.児童保護問題 県社会課長 赤堀郁太郎
5.婦人の自覚的生活と育児の根本義
県社会事業主事 中田邦造
別に小学児童の口腔検査を実施せり｡
4.開講地及期日
能美郡小松町
7月30日･31日 (自午前9時至午後4時)
江沼郡大聖寺町
8月2日･3日 (自午後1時至午後6時)
河北郡津幡町
8月5日･6日 (自午前10時至午後5時)
羽咋郡羽咋町
8月7日･8日 ( 同 上 )
鹿島郡七尾町
8月9日･10日 (自午前9時至午後4時)
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鳳至郡輪島町
8月12日･13日 (自午前10時至午後4時)
珠洲郡飯田町
8月15日･16日 (自午前10時至午後5時)
石川郡松任町
8月18日･19日 (自午前9時至午後4時)
5.聴講老
女教員､処女会会員その他一般婦人
2日共出席し修了謹書を授与せられたるもの
合計673名､郡別に示せば下の表の如し｡
表2 郡別聴講者数
人数
能 美 209
江 沼 79
津 幡 101
羽 咋 56
鹿 島 52
鳳 至 83
珠 洲 57
石 川 92
合 計 673
同講習会では､県下 7カ所でそれぞれ 2日
間ずつ実施され､受講者も673名と多数に上っ
た ｡
こうして､石川県社会事業行政と愛国婦人
会石川県支部では婦人保護と児童保護につい
ての県下への普及を図ったのである｡
さらに､1927(昭和 2)年から､全国的に
乳幼児愛護デーが実施されたが､石川県では
同年3月に第 1回乳幼児愛護デー (後に乳幼
児愛護週間となる)が実施され､以後毎年 5
月に行われた｡乳幼児愛護デーについて､比
較的に資料の恵まれている1928年の第 2回乳
幼児愛護デーの実施要項を以下にあげておく｡
第2回乳幼児愛護デーの催し 1 5月5日-
第2回乳幼児愛護デーの実施に関し､石川県に
ては4月13日計画準備委員会を開き､育児思想普
及について左の如き計画を樹て之を実施した｡委
員会に参加したるものは次の如くである｡
県社会課､同衛生課､同学務課､社会事業協
会､体育協会､赤十字社､愛国婦人会､私立衛生
会､県医師会､市社会課､同教育課､市産婆組
合､金沢婦人連合会､金沢育児院
乳幼児愛護デー実施事項
1.乳幼児愛護の標語入りポスター3千枚作製､
県下全般に配布掲示のこと (担当者一県社会
課､日本赤十字社石川支部､愛国婦人会石川県
支部)
1.同チラシ16万枚の作製､県下各戸に配布 (担
当者一県社会課)
1.市内電車の側面及車内の広告(担当者一市社
会課)
1.市町村の委嘱に依り或いは独自に乳幼児の健
康診断無料治療等をなすこと(県医師会を通じ
各開業医に委頼せり)
1.各新聞にその趣旨の記載を依頼せり(担当者
一県社会課)
1.乳幼児噂好品､玩具及絵本の展覧会或は廉売
会を開催するやう､商店特に児童服店､玩具
店､食料品店､書店､デパートメントストア等
に依頼すること (担当者一市役所)
1.小学幼年生､幼稚園児､託児所児等をして旗
行列をなさしむるため旗5千本作製せり(担当
者一社会課)
1.各地に於ける講演会に講師を派遣す(担当者
一県社会課､衛生課､学務課､体育協会)
1.県より左記通牒を発せり｡
1.市町村は婦人会､小学校､幼稚園､教育
会､寺院､教会､社会事業団体､開業医､産
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婆会等と協議の上､一般に対し乳幼児保護思
想普及の講演会､活動写真会､懇談会､母の
会､展覧会の開催､乳幼児の健康相談､印刷
物の配布等をなすこと｡
2.警察署は以上の実施事業を助力奨励するこ
と｡
3.小学校､女子中等学校は講演会を開催する
こと｡
以上のように､県ならびに市町村行政､社
会事業団体およびその関連団体等が一体とな
って乳幼児愛護デーを実施し､育児思想普及
を図ったのである｡同愛護デーは､1931(昭
和6)年より乳幼児愛護週間と改称され､⑥さ
らに1935年5月より､妊産婦､乳児､児童保
護､欠食児童保護､被虐待児重爆護､要救護
児童､身体並精神欠陥児､就労少年保護より
栄養改善に至るまで各種専門機関､施設によ
り個々に強調されてきた運動を一括した児童
愛護週間へと発展した｡⑦
県市町村の児童保護費 (予算)であるが､
全体としては増加の傾向にある｡予算の落ち
込みは1930年にみられるが､これは経済不況
の影響によるものである｡
表3 児童保護費合計予算
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直営と補助の比較では､県ならびに市町村
と直営事業費が著しく高いことがわかる｡い
かに､県ならびに市町村社会事業行政が児童
保護に力を入れていたかが窺える｡
2) 妊産婦保護事業
石川県における死産率は全国平均と比較し
てみれば低い方に属するが､県内一様ではな
く､これを郡市別あるいは町村別にみるなら
ば､かなり高率な郡あるいは町村があった｡
石川県の死産の動向 (表 4)では1912年に
出生百中死産が7.0%であったものが年次を
経るに従い減少して1924年には5.7%となっ
ている｡しかし､郡市別 (表 5)にみると､
最低は江沼郡の4.9%であるが､鳳至郡9.6%､
珠洲郡の9.9%と他郡を圧倒して高いのがわ
かる｡さらに､町村別にみると､10.0%以上
の高率な地方が15カ村みられ､そのうち最高
は珠洲郡三崎村の14.0%であった｡⑧
次に､乳児死亡率 (表6)であるが全国に
比較し石川県の乳児死亡率は各年ともきわめ
て高率で､この期間の乳児死亡率は実に全国
1､2位を占めていた｡⑨
次に出生児に対する死亡率について､鳳至
郡黒島村の例よりみるに､1916年から1922年
年次 県 費 市 費 町 村 費 合 計
直営 補助 計 直営 補助 計 直営 補助 計 直営 補助 計
1926 19,106 1,50020,606 9,702 50010,202 8,304 1,044 9,34837,112 3,04440,156
1928 19,523 3,78623,309 9,319 1,05010,369 6,563 2,362 3,92535,405 7,19842,603
1929 21,469 4,20525,674 9,486 .75010,236 9,395 1,618ll,01340,350 6,57346,923
1930 10,674 998ll,67214,550 47015,02010,786 3,34814,13436,010 4,81640,826
1931 23,449 1,70925,15814,061 Ttit14,22110,466 1,238ll,70447,967 3,10751,083
1933 23,24119,32142,56210,298 30010,59816,500 1,19217,69250,03920,81370,852
1934 26,46322,04548,50810,506 20010,70618,336 1,81120,14755,30524,05679,361
1936 31,856 8,06039,91613,141 1,80014,941ll,625 1,57213,19756,622ll,43268,054
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表4 石川県における死算数と死産率
年次 死 産 総 数 出産百中死産
1912 2,002(人) 7.()(%)5 65
1916 2,017 6.9
1917 1,973 7.7
1918 1,9()4 6.8
1919 1,626 6.1
1920 1,844 6.1
1921 1,825 6.0
1922 1,615 5.9
1923 1,611 6_0
1924 1,584 5.7
(注)石川県社会事業協会 『社会改良』
第5号､大正15年7月､12-13頁
表 6 全国と石川県との乳児死亡率比較
(出生1000対)
全 国 石川県
大正 1年 154.2 181.5
2 152.1 178.0
3 158.5 186.2
4 160.4 189.3
5 170.3 205ー9
6 173.2 2()6.1
7 188.6 239.6
8 170ー5 196.6
9 165.7 201.6
10 168.3 196.1
ll 166.4 225.1
12 163.4 213.9
13 156.2 203.1
14 142.4 187.8
15 137.5 188.3
(注)石川県 『石川県史』(現代編 3巷)
昭和39年416頁
までの初生児死亡調査によれば(表 7)､7カ
年平均で､出生児51.27人に対 して死亡が13人
で､その死亡率は253.48‰で､初生児 4人 に
1人強が死亡するという悲惨な状態であった｡
こうした状況を背景に展開されるのが妊産
婦保護および乳児保護であった｡
表5 石川県郡市別死産率
(1915-1924の10力年平均)
郡市 出生百中死産
金沢 6.2(%)
江沼 4.9
能美 5.7
石川 5.4
河北 6.2
羽咋 5.7
鹿島 6.7
鳳至 9.6
珠洲 9.9
(注)石川県社会事業協会 『社会改良』第6号､
昭和2年 4月､41-42頁
表7 鳳至郡黒島村初生児死亡表
(1916-1922年)
年 次 出 生 内死亡 出生1,000に対する死亡率
1916年 54 13 240ー74
1917年 48 14 291.67
1918年 51 ll 255.69
1919年 49 10 204.08
1920年 47 15 319.15
1921年 61 13 213.ll
1922年 49 15 306.12
平均 51.27 13 253.48
(注)石川県社会事業協会 『石川県の社会改良』
第2号､大正14年7月､117頁
石川 県 内で は愛 国婦人 会 石川 県支部 が
1922(大正11)年 1月､妊産婦保護事業を開
始 した｡⑩
愛国婦人会石川県支部妊産婦及乳児保護規定
大正10年12.22.愛石第250号定
大正15年6.30.愛石第734号改
昭和 8年11.1.愛石第454号改
第 1条 当支部ハ妊婦又ハ産婦ノ生計困難ナル
者二対シ摂養､治療､助産､乳児保育等こ付相当
助力ヲ与へ保護スルモノトス
第 2条 前条ノ事業ヲ行フ為メ､金沢市二妊産婦
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乳児診療所ヲ置キ一般希望者二対シ診療ヲ為ス
分会ハ部内ノ妊産婦及乳児ノ保護二関スル事
業ノ処理ヲ為スモノトス
第 3条 分会長ハ医師及産婆ヲ嘱託シ治療､助
産､晴青等二従事セシムルモノトス
第 4条 本規程二依 り保護ヲ受ケム トスル者ハ
妊産婦乳児診療所又ハ分会二申出テ承認ヲ受ク
へシ
第 5条 分会ハ前条ノ申出アリタル トキハ直二
其身元ヲ調査シ保護券並妊婦 卜産婦ノ心得書及
乳児晴育 卜出生届ノ心得書ヲ交付シ注意ヲ与フ
ルモノトス
第 6条 医師及産婆ハ保護券ヲ有スル者ヨリ診
療又ハ助産ノ申出ヲ受ケタル トキハ直二之二応
シ尚必要アル場合ハ巡回治療券等ヲ致シ其都度
保護券二記入シ置クモノトス
第 7条 分会長ハ乳児晴育二関シテハ医師又ハ
産婆 卜協議シ相当晴育ヲ為スモノトス
第 8条 乳児ノ晴育こ関シテハ保護券ヲ交付セ
ス乳児晴育実費表ヲ調整シ要項ヲ記入シ置クモ
ノトス
第 9条 分会長ハ分会職員及医師産婆ヲシテ左
ノ事項ヲ実行セシムルモノトス
1.妊産婦ノ心得へキ事項ヲ指示スルコト
2.医師又ハ産婆ノ手当ヲ受ケシムルコト
3.妊婦二対シテハ相当ノ時期二於テ医師ノ診
断ヲ受ケシムメコト
4.乳児晴育上ノ注意ヲ指示スルコト
5.乳児ノ晴育並産児ノ措置二関シ相当晴育ノ
斡旋ヲ為スコト
6.衣類寝具滋養物並助産こ必要ナル消毒其他
器具材料等ノ供給二関スル斡旋ヲ致スコト
7.分娩後二於ケル生計ノ補助ヲ斡旋スルコト
8.出生届ノ手続ヲ指示シ又ハ代弁ヲ為スコト
9.妊産婦二適当ナル職業ノ紹介ヲ為スコト
第10条 保護期限ハ妊産婦二在 リテハ産前産後
ヲ通シテ6週間乳児二在 リテハ 1箇月 トス但時
29
宜二依り伸縮スルコトヲ得
第11条 妊産婦乳児診療所ノ診療ヲ受クル者ニ
ハ其費用ノ全部又ハ一部ヲ徴収セサルコトアル
ヘシ
第12条 医師及産婆-期間ノ経過シタル保護券
二請求金額ヲ記入シ署名捺印ノ上之ヲ分会二送
付スルモノトス
分会二於テ前項保護券ヲ受理シタル時ハ速二
之ヲ支部二送付スルモノトス
第13条 分会ハ期間ノ経過シタル乳児晴育表二
請求金額ヲ記入シ之ヲ支部こ送付スルモノトス
第14条 保護並二乳児晴育実費表ハ左ノ様式二
依ル
第15条 妊産婦乳児診療所二関スル規程ハ別二
之ヲ定ム
同支部の妊産婦保護事業は､1922年 1月か
ら11月までに､妊婦 2人 (経費 9円50銭)を
保護 し､⑪1925年では､4月より11月までに妊
婦 4人を保護 (費用22円)するのみで､その
実績はあがらなかった｡⑫また､愛国婦人会石
川支部では1925(大正14)年 7月､妊産婦乳
児診療所を日本赤十字社石川支部産院内に開
設 し､診療を行った｡⑬さらに､同年 7月､日
本赤十字社石川支部が産院を開設 した｡以下
に同院の規程をあげてお く｡⑭
日本赤十字社石川支部産院規程
第 1条 本院ハ妊婦ヲ収容シ安全二分娩ヲ遂ゲ
シメ又産婦乳児ヲ収容シテ診療晴育ヲ為シ併
セテ健康相談乳児晴育相談ノ求メニ応スルヲ
以テ目的 トス
第 2条 本院二左ノ職員ヲ置ク
院長 1名 産科医長 1名
小児科医長 1名 事務長 1名
医貞 若干名 書記 若干名
看護婦長兼 1名 看護婦兼 若干名
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産婆取締 産 婆
前項ノ外必要二応シ調剤員､嘱託員､助手､
雇員ヲ置クコトヲ得
第3条 本院ハ第 1条ノ目的ヲ達スル為左ノ事
業ヲ行7
1.妊婦産婦乳児ノ診療
1.乳児ノ晴育
1.妊婦産婦ノ健康並乳児晴育ノ相談
1.往診
第4条 妊婦産婦並乳児ノ収容定員左ノ如シ
1.妊産婦 10名
1.乳児 5名
第5条 収容妊婦産婦ノ在院期間二妊婦ハ産ノ
前後ヲ通シテ6週間産婦ハ入院後 4週間以内
トス
但シ特別ノ事情アルモノハ其ノ期間ヲ延長ス
ルコトヲ得
第6条 収容妊婦ノ分娩診療乳児晴育並外来患
者ノ診療健康晴育ノ相談等ハ凡テ無料トス
但シ有料希望者アルトキハ其ノ求メニ応ズル
モノトス
第7条 入院者ニハ衣服寝具ヲ貸与シ汽車汽船
車馬賃等ノ実費ヲ支給スルモノトス
第8条 乳児収容ノ期間ハ30日トス
但シ事情こ依り其ノ期間ヲ延長スルコトヲ得
第9条 入院ヲ希望シ又ハ乳児ノ晴育ヲ請ハン
トスルモノハ口頭ニテ本院又ハ日本赤十字社
石川支部二申出其ノ承認ヲ受クへシ
第10条 産婆ニシテ助産術ヲ修業セントスル者
ハ研究生 トシテ在院ヲ許可スルコトアルヘシ
研究生ハ無給トス
第11条 院務二関スル諸規定ハ別二之ヲ定ム
付 則
本則ハ大正14年 7月11日ヨリ之ヲ施行ス
同規程によると妊婦の安全分娩 と産婦乳児
を収容して診療及び保育を行い､併せて健康
相談や乳児保育相談に応ずる目的 (第 1条)
で､定員は妊産婦10名､乳児 5名 (第 2条)､
在院期間は妊婦は6週間､産婦は入院後 4週
間 (第 5条)で､乳児の入院保育は30日間と
されていた(第 8条)｡収容妊婦､乳児保育な
らびに外来患者の診断､さらに健康相談 ･保
育の相談などはすべて無料とされており (第
6条)､入院者に衣服寝具を貸与するだけでな
く､汽車汽船車馬等の実費も支給されること
になっていた (第 7条)0
表8は同院開院の7月から10月31日までの
わずか4カ月間の成績であるが､多数の妊産
婦､産児及び乳児が利用しており好成績であ
表8 産院診療統計表 (1925年10月31日現在)
入醍者 節 妊 産 婦 31
産 児 27(退院1)
乳 児 3
計 61(退院1)
旧 454(退院27)
産 児 207(退院23)
乳 児 110(退院3)
計 771(退院53)
合計 832(退院54)
健 康 相 談 17
外莱者 節 妊 産 婦 175(他ニ往診15)
乳 児 93
済生 会取 扱受 診 者 24
計 288(往診15)
旧 229 20
乳 児 27
済 生会取 扱受 診 者 161
計 598(往診20)
合計 886(退院35)
(注)石川県社会事業協会 『石川県之社会改良』
第35号､大正14年11月､113-115頁
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ったことがわかる｡
1933(昭和 8)年5月には､経済的負担軽
減を図る目的で､金沢市婦人向上会の付帯事
業として設置組合員400名を以て､金沢市婦人
向上会出産相扶組合を組織した｡4カ年で終
る組合員より1カ月15銭宛出金させ継続期間
中における一切の助産を行った｡組合長に市
の社会課長を推載し､実績をあげつつあった
⑮｡第 1回は1937(昭和12)年4月末を以て終
了し､その成績は､1回出産者186名､2回出
産者99名､3回出産者 9名の計294名であっ
た｡⑯
同組合は材木町方面委員部経営の第三善隣
鰭(隣保館)に於て､事業の精神に鑑み､1937
年5月､第三善隣館出産相扶組合として再発
足した｡組合員は毎月18銭宛醒出し､3カ年
を1期とし､期間中における助産の一切の経
費を支弁するもので､組合員定数は400名であ
った｡⑰
また､1933年､寺野井町方面委員助成会に
より寺野井町小児保健巡回訪問助産婦が設置
され､町内在住の助産婦6名を以て組織し､
毎月1回以上町内乳幼児の家庭を巡回訪問し
て保健上につき相談し､乳幼児の健康増進を
図った｡⑱
乳幼児死亡の増加を背景にして､設立され
るのが ｢児童健康相談所｣であった｡石川県
における児童健康相談所の噂矢は､1923(大
正12)年4月設立の大日本私立衛生会石川県
支部による金沢市内の児童健康相談所であっ
た｡⑲『石川県社会事業便覧』(昭和4年)によ
れば､金沢市内の6医院に委嘱し､毎週土曜
日午後 1時より4時まで無料相談に応じたが
その成績はあがらなかった｡
1926(大正15)4月､愛国婦人会石川県支
部が金沢市兼六会館内に児童健康相談所を開
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設した｡同所は一般小児に対し無料にて､そ
の体格成育の状況等を診察して保健上の相談
に応じ､小児の健康増進を図ることを目的し､
毎週水曜日午後1時より開設するほか毎月1
回郡部において巡回相談所 を開設 した｡
1928(昭和 3)年度の成績は男315名､女218
名､合計533名 (内健康150名､不健康383名)
であった｡⑳以下に1931(昭和 6)年の1月か
ら6月までの成績についてあげておく｡
1927(昭和 2)年4月には､先にあげた大
日本私立衛生会石川支部が小松町と七尾町に
表9 金沢市の児童健 表10 大野村巡回相談
康相談所成績 の成績
(昭和6年1月～6月) (昭和6年6月8日)
受診数 男 98
女 94
計 12
同上内訳 健 康 38
非健康 154
計 192
新 来 137
再 来 55
計 192
施行日数 21日
職局 医 員 2
看護婦 1
男 26
女 8
計 34
健康 9
非健康 25
計 34
備 医員2名
(注)石川県社会事業協
会 『社会改良』
第11号､昭和 6年
12月153頁
(注)石川県社会事業協会
『社会改良』第11号､
昭和6年12月153頁
児童健康相談所を開設し無料健康相談に応じ
たが同支部による金沢市の児童健康相談所と
同様に成績は振るわなかった｡⑪
1930年8月､金沢市営の乳幼児健康相談所
が市社会課の一事業 として予算約5,500円の
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経費をもって浅野川託児所ならびに主馬町託
児所内に付設された｡保健医1名､保健婦(香
護婦)4名が､この2カ所の相談所を中心と
して､乳児､幼児並に妊産婦の保健上の相談
並に指導をなし､且つ講演会､講習会等を毎
月開催した｡⑳保健医は両相談所において隔
日に相談に応じ(午後 1時より4時迄)､保健
婦は-カ所に2名とし､保健医の相談時間以
外は常に各家庭を訪問し保健上の相談指導に
当った｡保健医はあくまで疾病予防並に健康
生活指導の立場に立ち､予防医として相談指
導を行い､保健婦は全市にわたって､まずは
中産階級以下の家庭訪問を実施し､次第に一
般家庭に拡大する方針で訪問活動が行われ
た｡⑳
以下に1930年8月より翌年 1月までの相談
所の成績をあげておく｡
各月相談児数 (表11)は､ 1カ月平均136人
弱で､開所以来増加の傾向にあったが､1月
において減少しているのは､同月の降雪の日
が多かったこと及び保健医が旅行の為 1週間
不在であったことによる｡相談児の年齢 (表
12)は､ 1歳未満は全体の44.06%､ 1歳以上
3歳未満は28.50%､ 3歳以上5歳未満は16.
78%､ 5歳以上7歳未満は6.82%､ 7歳以上
は3.85%であった｡すなわち､相談所を訪れ
た乳幼児の約44%は1歳未満であって､約52
%は1歳以上7歳未満であった｡なお､7歳
以上は相談に応じないことを原則としていた｡
相談事項 (表13)は､発育､健康状態の相
談が18.67%､栄養方法が7.49%､虚弱が6.88
%で､病気の相談 (現在病気を有するものの
相談)が63.27%と最も高い率を示した｡しか
し､相談所の目的は､健康な子どもを健康に
育てあげるには如何にすべきかを相談し､指
導にあたって病児を取扱うことは第2義的で
あった｡病気相談の内訳は､重症 (医治を必
要とするもの)は4,18%に過ぎず､残りの大
多数59.09%は極めて軽症(家庭的処置で治癒
する)であった｡また､両相談所を比較すれ
ば､浅野川相談所は犀川相談所よりも病児相
談が多く且つ重症者が多いのは労働者層が浅
野川地区に多いことに関連している (表14)｡
労働者層が経済的な理由から医療機関に受診
できなかった当時にあっては､こうした無料
の児童相談所を利用するのは当然なことだと
言える｡
相談児の栄養方法 (表15)は､母乳栄養が
表11 金沢市乳幼児健康相談所各月相談児数相談所別 犀川相談所 浅野川相談所 合 計月別 男 女 計 男 女 計 男 女 計
8 月 43 22 65 40 33 73 83 55 138
9 月 26 9 35 56 54 110 82 63 145
10 月 28 21 49 41 48 89 69 69 138
11 月 30 22 52 47 45 92 77 67 144
12 月 37 35 72 59 39 98 96 74 170
1 月 13 15 28 23 28 51 36 43 79
計 177 124 301 266 247 513 443 371 814
月平均 29.5 20.7 50.2 44.3 41.2 85.5 73.8 61.8 135.7
矢上 :石川県社会福祉成立史研究 (3-2)
表12 相談児の年齢
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相談所別児齢 犀川相談所 浅野川相談所 合 計男 女 計(人) 男 女 計(人) 男 女 計(人) 男 女 計(%)
1カ月未満 2 4 6 4 7 11 6 11 17 1.98 4_09 2.97
1カ月-3カ月未満 14 12 26 28 23 51 42 35 77 13.86 13.01 13.46
3カ月-6カ月未満 14 15 29 24 23 47 38 38 76 12.54 14.1.3 13.29
6カ月未満計 30 31 61 56 53 109 86 84 170 28.38 31.23 29.72
6カ月-1年末満 16 9 25 29 28 57 45 37 82 14ー85 13.75 14.34
1カ年未満計 46 40 89 85 81 166 131 121 252 43.23 44.98 44.06
1年-3年未満 40 30 70 44 49 93 84 79 163 27.72 29.37 28.50
3年-5年未満 22 16 38 35 23 58 57 39 96 18.81 14.50 16.78
5年-7年未満 14 9 23 9 7 16 23 16 39 7.59 5ー95 6.82
1年-7年未満計 76 55 131 88 79 167 164 134 298 54.12 49.81 52.10
7年以上 7 5 12 1 9 10 8 14 22 2.64 5.20 3.85
表13 相談事項
相談所別相談事項 犀川相談所 浅野川相談所 合 計 %男 女 計 男 女 計 男 女 計
発 育､健 康 状 態 42 28 70 46 36 82 88 64 152 18.67
栄養方演 母 乳 栄 養 法 7 3 10 2 10 12 9 13 22 2.70
人 工 栄 養 法 2 3 5 3 2 5 5 5 10 1.23
混 合 栄 養 法 1 1 2 9 1 10 10 2 12 1.47
離 乳 期 栄 養 法 1 2 3 3 0 3 4 2 6 0ー74
偏 食 矯 正 4 1 5 0 1 1 4 2 6 () 4
幼児期の一般栄養法 0001 4 5 1 4 5 0.61
計 15 10 25 18 18 36 33 28 61 7.49
一 般 育 児 法 4 1 5 6 2 8 10 3 13 1.60
虚 弱 16 9 25 16 15 31 32 24 56 6.88
貧 血 4 1 こ) 2 4 6 6 5 11 1.35
柄気 軽 症 86 68 154 165 162 327 251 230 481 59.09
重 症 9 4 13 10 11 21 19 15 34 4.18
計 95 72 167 175 173 348 270 245 515 63.27
智 能 状 態 1 0 1 0 0 0 1 0 1 0.12
体 質 . 習 癖 0 2 2 0 2 2 0 4 4 0.49
其 他 0 1 1 () 0 00 1 1 0.12
合 計 177 124 301 263 250 513 440 374 814 loo_00
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表14 相談児の家庭の職業
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犀 川 相 談 所 浅 野 川 相 談 所 合 計
男 女 計 % 男 女 計 % 男 女 計 %
労働者 1二 場､其 他 17 12 29 12.66 34 56 90 26.24 51 68 119 20.80
家 内 25 29 54 23.58 67 46 113 32.94 92 75 167 29ー20
日 雇 11 9 20 8.73 11 15 26 7.58 22 24 46 8.O4
計 53 50 103 44.98 112 117 229 66_76 165 167 332 58.04
商 業 22 12 34 14.85 33 29 62 18.()8 55 41 96 16.78
官 公 吏 29 25 54 23.58 5 11 16 4.66 34 36 70 12.24
会社員､銀行員及事務員 14 5 19 8.30 14 6 20 5.83 2とち 11 39 6.82
無 職 5 5 1() 4.37 9 4 13 3.79 14 9 23 4.02
僧 侶 2 2 4 1.75 01 1 0.29 2 3 5 0.87
農 業 2 1 3 1.31 1 0 1 0.29 3 1 4 0.70
記 者 2 0 2 0.87 00() 02 02 0.35
其 他 000 001 1 0.29 01 1 0.17
大多数で全体の71.68%､混合栄養は13.29%､
人工栄養が3,32%であった｡両相談所を比較
すれば､浅野川相談所は犀川相談所より母乳
栄養率が低く､混合ならびに人工栄養率が高
いOこれは浅野川相談所を利用する家庭の婦
人が多数家内および家外労働に従事し､社会
的に晒乳の機会が少い結果､やむなく混合ま
たは人工栄養を行ったためであった｡
金沢市乳幼児健康相談所の保健婦4名の家
庭訪問活動が実施されたが､その成績は表16
の通りであった｡6カ月間の総訪問家庭数は
2,846家庭で訪問児数は4,162名に及び､ 1カ
表15 相談児の栄養方法
月平均では474家庭余を訪問し､649名余の乳
幼児に健康相談を行った｡このような積極的
な乳幼児の健康診査および保健婦の訪問指導
は､現在の母子保健施策の先駆として評価で
きる｡
金沢市乳幼児健康相談所は1933(昭和 8)
年度限りに中止となり､この後を愛国婦人会
石川県支部金沢市分会が受けて経営すること
になった｡軸
県ならびに市町村の産婆産院費妊産婦保護
費については､この事業が民間社会事業団体
によるものが主である関係から､公費は少い｡
相談所別栄養方法犀川相談所 浅野川相談所 合 計児 数 % 児数 % 児数 %
母乳栄養 180 78_6() 230 67.06 410 71.68
混合栄養 29 12.66 47 13.70 76 13.29
人工栄養 - 4 1.75 15 4.37 19 3.32
不 問 16 6.99 51 14.87 67 11.71
合 計 229 100.00 343 100.00 572 100.00
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表16 各月訪問家庭数及び訪問児数
相談所別月別 犀川相談所 浅野川相談所 合 計
8月 260 306 181 181 441 487
9月 201 328 286 286 487 614
10月 250 335 292 491 542 826
11月 279 410 266 475 545 885
12月 236 362 223 383 459 745
1月 181 272 191 -333 372 6()5
合計 1407 2013 1439 2149 2846 4162
1カ月平均 234.5 335.5 239.8 358.2 474.3 693.8
表17 産婆産院費､妊産婦保護費
35
年次 県 費 市 費 町 村 費 合 計
直営 補助 計 直営 補助 計 直 営 補助 汁 直営 補助 計
1926 50 50 360 36() 360 50 41()
1928 50 50 510 925 1,435 510 975 1,485
1929 575 120 695 575 12n 695
1930 420 180 600 420 180 600
1931 800 800 5,000 5,000 36 120 156 5,036 920 5,956
1933 691 590 1,281 691 590 1,281
1934 520 520 900 120 1,020 1,420 12〔) 1,540
比較的に町村が予算措置を行っている｡
民間社会事業団体による同事業も､1920年
以降1930年までの経済不況により大きな影響
を受け､経営難となったのである｡こうした
時にこそ､県費や市費による補助金交付が必
要だったのである｡なお､1930年の市費5,000
円は､1930年 8月創立の金沢市営乳幼児健康
相談所の付設経費であった｡
3) 保育事業の発展
石川県においては､1920(大正 9)年以降
の慢性的経済恐慌､1927(昭和 2)年の金融
恐慌､1930(昭和 5)年以降の世界大恐慌､
農村恐慌を背景に､乳幼児保護と防貧を目的
に常設保育所および季節保育所が開設される
のであった｡
(∋常設保育所の発展
常設保育所では1919(大正 8)年10月､金
沢育児院付属託児所が金沢市に開設されたの
をはじめとして､1937年10月ごろまでに20カ
所の設立をみている(表18)｡その傾向をみる
と､経営主体では個人経営､公立および方面
委員によるものが6カ所と多い｡比較的に公
営の保育所が多いのに注目される｡この20カ
所の常設保育所のなかで､七尾町託児所は方
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表18 常設保育所
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名 称 設立年月 経営主体 位 置 職員数 園児数
金沢育児院付属託児所 1919年10月 個人 金 沢 市 有給3 37
聖 使 園 1922年10月 個人 金 沢 市 無給 1有 2 53
金 沢 市 託 児 所 1924年 7月 柿 金 沢 市 有給2 40
金沢市主馬町託児所 1926年9月 市 金 沢 市 保母 2 50
金沢市浅野川託児所 1927年10月 市 金 沢 市 保母2 5()
七 尾 町 託 児 所 1928年2月 方面委員 七 尾 町 有給2 36
風 谷 託 児 所 1928年6月 区 江 沼 郡西 谷 村 有給2 18
大 聖 寺 町 託 児 所 1928年 7月 方面委員 大聖寺町 有給2 30
小 松 町 託 児 所 1929年7月 町 小 松 町 有給 2 40
金 沢 学 園 1930年5月 個人 金 沢 市 有給3無 5 50
Ll｣代 町 託 児 所 1931年5月 方面委員 山 代 町 有給 2 30
イ ナ ミ 園 託 児 所 1932年 7月 個人 江 沼 郡作 見 村 有給 2 80
山 中 町 託 児 所 1932年7月 個人 山 中 町金 沢 市 有給 2 30
聖 愛 保 育 園 1933年4月 個人 保母 2 40
第 1善 隣館 託 児 4 10 方面委員 5
金 沢 市 樫 町 託 児 所 1935年4月 市 金 沢 市 保母2 50
第 2善 隣館 託 児 所 1935年5月 方面委員 金 沢 市 2 8
大 野 町 託 児 所 1936年4月 方面委員 金 沢 市 9 83
鞍 月 託 児 所 1936年5月 婦人会 金 沢 市 4 7()
(注)石川県社会課 『石川県社会事業便覧』大正12年､15年､昭和4年､9年版および
石川Lt.ミ社会事業協会 LF石川県社会事業概要｣川獅r112年､174日および石川LFTと『石川
出統計書』昭和13年度版､昭和14年､101日
面委員によって設立されたが､1929年 4月よ
り町に移管され､町営 となった｡⑳また､方面
委員による常設保育所が6カ所みられるが､
地域で社会事業実践を行 う方面委員が担当地
区の保育ニーズを把握 し､常設保育所の経営
に着手 したものである｡設置場所については､
半数以上は金沢市に設置され､その他でも町
に開設 されたものが多い｡ このように当時に
あっては常設保育所は､金沢市を中心 として､
市街地により多 く開設される傾向にあった｡
(診季節託児所の発展
一方､農漁村部を中心に繁忙期に､乳幼児
の保護 と母姉が後顧することな く作業に従事
できるようにとの配慮から季節託児所が1920
(大正9)年から開設されるようになった｡
石川県における季節託児所の晴矢は､1920
(大正9)年 2月開設の河田託児所 (能美郡
厨付村字本河田)にみることができる｡『石川
県社会事業便覧Ln昭和4年版によれば､同所
は区によって経営され､無給 2名および有給
1名の職員を配置 し､48名の児童を託児し､
午前 9時より午後 6時まで農繁期に行ったと
ある｡以後､季節託児所は漸次増加 し､1935
年10月現在では県下に47カ所 (表19)開設さ
れ､1937年には120カ所の設置 と急増 した｡
次に1935年10月現在の季節託児所47カ所を
諸傾向よりみるに､経営主体別 (表20)では､
圧倒的に方面委員によるものが22カ所 と多 く､
矢上 :わIlr県社会福祉成立史研究 (3-2)
表19 開設一覧 (1935年10月現在)
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託 児 所 名 経営主体 位 置 創立年月 職員 園児数
慈光託児所 寺院 江沼郡分校村 昭和 8年 5月 有給 2 100
長谷田託児所 方面委員 江沼郡河南村 同 9年 5月 同2 30
上原託児所 同 同上 同 10年5月 同2 4()
矢田野村農繁期託児所 国防婦人会分会 江沼郡矢田野村 同 10年 4月 同3 80
粟生村農繁期託児所 村 能美郡粟生村 同 10年 5月 同3 10()
和寧農繁期託児所 小学校数行後援会 能美郡中海村 同 9年 4月 同2 50
寺井農繁期託児所 方面委員 能美郡寺井野町 同 10年 4月 同2 90
長野明星農繁期託児所 個人 同 同 9年 5月 同5 50
牛島農繁期託児所 区 同 同 2年 9月 同2 50
湊村託児所 村 能美郡湊村 同 10年 5月 同2 60
吉田村第一託児所 方面委員 能美郡吉田村 同 10年 5月 同2 50
吉田村第二託児所 同 同 同 10年 5月 同2 40
久常村託児所 村 能美郡久常村 同 10年 4月 同2 120
福岡託児所 方面委員 能美郡根上町 同 8年9月 同3 65
福島託児所 同 同 同 9年9月 同2 50
山島村農繁期託児所 教育会 石川郡山島村 同 6年 4月 同3 60
三馬村農繁期託児所 教育後援会 石川郡三馬村 同 8年 9月 同5 80
林中村農繁期託児所 青年学校 石川郡林中村 同 6年 8月 同3 100
郷村農繁期託児所 婦人会 石川郡郷村 同 8年 9月 同3 80
安原村農繁期託児所 同 石川郡安原村 同 9年 9月 同5 150
旭村立青年学校農繁期託児所 青年学校 石川郡旭村 同 5年 9月 同2 80
津幡町託児所 方面委員 河北郡津幡町 同 6年 4月 同1 50
川北村立青年学校付属託児所 青年学校 河北郡川北村 同 8年 5月 同2 60
興津託児所 教育会 河北郡英田村 同 5年 5月 同2 40
内目角託児所 産業組合 河北郡宇ノ気村 大正12年 5月 同2 85
鉢伏託児所 区 河北郡宇ノ気村 昭和 8年 5月 同1 35
自尾託児所 区 河北郡七塚村 同 3年 4月 同2 80
遠塚聖徳保育園 区 河北郡七塚村 同 9年 4月 同2 80
私立羽咋女子裁縫学院付設託児所 個人 羽咋郡羽咋町 同 6年 5月 同2 60
富来町託児所 町 羽咋郡富来町 同 7年 5月 同2 なし
酒見託児所 方面委員 羽咋郡西増穂村 同 5年 5月 同1 なし
和倉町託児所 同 鹿島郡和倉町 同 3年 9月 同2 60
良川託児所 同 鹿島郡鳥屋村 同 10年 5月 同2 45
沖良川託児所 同 同 同 10年 5月 同2 40
-青黒氏託児所 同 同 同 10年 5月 同2 80
末坂託児所 同 同 同 9年9月 同2 45
新庄託児所 同 同 同 10年 5月 同2 35
大槻託児所 同 同 同 10年 5月 同2 35
越路村託児所 同 鹿島郡越路村 同 10年 5月 同3 50
飯川託児所 同 鹿島郡徳田村 同 10年 4月 同2 35
八幡託児所 同 同 同 10年 9月 同2 30
豊田町託児所 同 鹿島郡豊川村 同 9年 4月 同2 30
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託 児 所 名 経営主体 位 置 創立年月 職員 園児数
土用託児所 同 同 同 9年4月 同2 30
野崎託児所 個人 鹿島郡東島村 同 6年1月 同5 15
金丸農繁期託児所 方面委員 鹿島郡金丸村 同 4年9月 同2 95
清琳寺農繁期託児所 個人 鳳至郡住吉村 同 8年5月 無給 2 40
次いで個人経営の5カ所で､町村はわずか5
カ所のみであった｡町村行政に先行して､地
区の方面委員が地域の保育ニーズに対応した
のである｡託児所の開設場所 (表21)では､
寺院が15カ所と最も多く､寺院の社会事業へ
の開放が示されていた｡次いで小学校の11カ
所であるが､保姫に小学校の女教員が充てら
れることもあった｡社会館が 3カ所あるが､
隣保館活動の盛んな石川県ならではの傾向と
みてよいであろう｡郡別設置数 (表23)では､
鹿島郡14カ所で最も多く､次いで能美郡11カ
所､河北郡 7カ所､石川郡 6カ所の順である｡
さらに町村別にみると鹿島郡鳥屋村が6カ所
表20 経別主体別
経 営 主 体 数
方面委員 2254
個 人
町 村
区 4
教育会 .教育後援会 4
青 年 会 3
婦 人 会 2
産業組合 2
表21 開設場所
と最も多 く､次いで能美郡寺井野町の3カ所
であり､他に2カ所開設が7カ町村みられ､
地域に偏って開設されていた｡
開設期間 (表24)については､繁忙期間と
関連するのであるが､短いもので16日から長
い期間では6カ月と大きな幅がみられる｡集
中して多いのは1カ月から3カ月で､長期間
開設されていたことがわかる｡また､26カ所
中19カ所が春 ･秋 2回にわたって開所してい
た｡
(参季節託児所保姫養成講習会
石川県では従来より季節託児所設置奨励の
為通牒を発したり､『常設並に農繁期託児所の
表22 園児数 表23 郡別設置数
開設場所 数
寺 院 15
小 学 校 ll
背年会館 5
社 会 館 3
青年学校 2
女子裁縫学校 1
不 明 1日
那 数
江 沼 郡 4
能 美 郡 ll
石 川 郡 6
河 北 郡 7
羽 咋 郡 3
鹿 島 郡 14
鳳 至 郡 1
珠 洲 郡 1
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表24 季節託児所の開設期間 (1934年3月調)
託 児 所 名
牛島託児所
金丸村農繁期託児所
内目角託児所
自尾託児所
田鶴潰託児所
飯塚託児所
興津託児所
酒見託児所
徹地託児所
私立羽咋女子裁縫学院付設託児所
山島村農繁期託児所
旭村農繁期託児所
津幡町託児所
村中託児所
郡谷託児所
菩提寺託児所
富来託児所
野崎託児所
慈光託児所
川北託児所
鉢伏託児所
清琳寺託児所
大野町託児所
郷村託児所
福岡託児所
三馬村託児所
開 所 期 間
9月1日へ9月30日
9月17日′-10月15日
4月1日～6月30日
4月4日.-8月15日
4月25日～6月25日
5月18日～6月17日
5月20日へ6月30日
5月20日～6月30日
5月1日～6月30日
5月1日～6月30日
4月26日～5月31日
5月5日～6月5日
4月16口～6月15日
9月1日～10月21日
5月1日～6月5日
5月1日～6月5日
4月1日～6月30口
5月22日～6月11日
5月15日～7月15日
5月10日/-6月9日
4月1日～6月30日
5月25日～6月10日
6月へ11月
9月1日～10月5日
9月1日～10月31日
5月16日～6月15日
(注)石川県社会課 『石川LF.i-社会事業便覧』昭和 9年 3月
設置に就て』の小冊誌を1千部発行して､各
市町村小学校､社会事業団体､農会､婦人会､
産業組合等に頒布した｡⑳しかし､町村におい
ては季節託児所の必要を感じながらも､施設
経費の面からと他面に適当なる保姫が得難い
というので蹟糟する傾向も見受けられたので､
石川県社会課は1931(昭和 6)年､春の農繁
期に入るに先立って､季節託児所保母養成講
習会を開催 した｡⑰
講習会要綱
1.期間 4月21日ヨリ27日マデ1週間
9月1口/-1月15日
9月1日へ10月30日
9月20口～11月20日
9月20日～10月31日
9月20日～10月31日
9月10日～10月31日
9月1日～11月30日
9月1日～10月18日
9月1日～10月10日
9月16日～11月15日
9月20日.-10月20日
9月20日へ10月20日
9月1日～11月30日
10月11日～10月31日
8月20日～10月31日
9月1日～10月31日
9月1日～10月30日
10月1日～10月25日
9月10口～10月15日
39
1.場所 学科-兼六会館､西別院
実科-西別院､木ノ花幼稚園
実習-･浅ノ川託児所､仏教幼稚園､
木ノ花幼稚園
見学-北陸幼稚園､主馬町託児所､
白銀託児所､金石託児所
1.科目及講師 (時間数)
1.季節的託児所ノ使命 (2)
県立図書館長 中田邦造
2.季節的託児所ノ経営 (3)
社会事業主事 打尾忠治
3.幼児ノ衛生 (2)
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金沢医科大学教授 星野鉄男
4.幼児ノ取扱方 (3)
子供ノ遊バセ万 (2)
石川県女子師範学校
附属小学校保姫 林 美代
5.談話 (2)
観察 (2)
表25 講習日程
月日 4月21 4 4 4 4 4 ･4
月 月 月 月 月 月
22 23 2 25 26 I
曜 口 = = = = = =
享 7 辛 早- - - -
午前 千105垂､-/＼ 護莱)1I習 語ノ 浩 嘉ノ【｣｣ √_ノ＼託l日 -
8時 談西別 観西別 : 置質
A の ノ△
l 開 兼･△-一㌧/岩垂方 話堅 察堅 空重1日時 芸 蓋 し｣壁
午 託 義 同 同
節1日時l rH十蒜 同 莱)1l 北見陸幼学椎 木見完 王棉 上窟圭 習 語 上 字詰 学 語 閉 茜
12時 命 ノLFIT 埋 哩 ノし壁 会 別式堅
4時15 同上
午後6 唱( 唱( 自由 喜 壷 唱(
歌西 歌西 歌西 座西
時 ･別 ･別 ･別 談別
l 遊院 遊院 遊院戯) 会院
同上 井上 貞
6.唱歌 ･遊戯 (12)
仏教幼稚園保姫 小野田芳香子
同 中村 貞枝
7.手技 ･絵画 (6)
木ノ花幼稚園保姫 田村き □
8.実習指導 (10)
浅ノ川託児所保姫 河島服紗子
9.視察指導 県社会課各員
1.講習生 17歳以上の婦人
同講習会への申込者は33名で､内4名が申
込だけで出席せず､その他 3名は途中で放棄
したが､26名 (金沢市 8名､江沼郡 1名､能
美郡 2名､石川郡 7名､河北郡 3名､羽咋郡
2名､鹿島郡 1名､鳳至郡 2名)が午前 8時
より午後 9時までのハー ドな講習を終了し､
講習終了叢書を授与された｡受講生26名中､
町村その他より任務を与えられてきたものが
8名､現に保姫職にあるものが3名で､就職
希望者が15名であった｡この15名中､ 1人は
金沢市の浅野川託児所に就職し､1人は県庁
の事務に､1人は小松の幼稚園に入 り､1人
は既に託児所に見習中で他日某託児所開設時
に採用の見込み､ 1人は某幼稚園に見習中で
あり､2人は正式に幼稚園保栂になるべ く受
験の準備をしようとしていたなどであるが､
全然見込が立っていないものが6人いた｡
講習内容はまず季節託児所の使命､その経
営についての科目があり､小児保健にあたる
幼児の衛生の科目があり､保育内容にあたる
幼児の取扱方､子どもの遊ばせ方､談話､観
察､唱歌 ･遊戯､手技 ･絵画などの科目配置
があり､なかでも唱歌 ･遊戯には12時間､手
技 ･絵画には6時間をとり､多くの講習時間
を設定していた｡その他､託児所や幼稚園で
矢上:石川県社会福祉成立史研究 (3-2)
の実習 (10時間)や託児所および幼稚園の見
学も実施した｡
石川県においては1937年頃になってようや
く季節託児所も県下に普及したが､その年､
石川県社会課と石川県社会事業協会によって､
季節託児所の手引き『農繁期託児所』(1937年
12月)が発行された｡
④県下社会事業費 (予算)幼児保育所費
県ならびに市町村の幼児保育所費 (表26)
では､全体の傾向では1930年まで漸次増加し､
とくに1930年において顕著な増加を示すが､
これはとくに金沢市の直営費の大幅な増額に
よる｡1931年に著しい下落となるがこれは市
費､町村費の下落によるものである｡この下
落にはとくに1930年の経済不況が関連してい
ると思われる｡1933年以降は再び増加に転じ
ている｡
⑤1934年水害地臨時託児所の開設
1934(昭和 9)年 7月､県下は大水害に見
舞われるが､救済の一環として､県下12カ町
村に16カ所の臨時託児所 (表27)が設置され
た｡⑳
表26 幼児保育所費 (常設保育所と季節保育所費)
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水害地臨時託児所設置規程
第 1候 今回ノ県下水害二困ル雁災民ノ子女ヲ
保育シ併セテ雁災民ノ執務ヲ援クル為本規程
二依り臨時託児所ヲ設ク
第 2候 本規程二依ル臨時託児所ハ之ヲ左ノ町
村二設置ス
能美郡白峰村､尾口村､川北村､粟生村､津
村､久常村､寺井野町､吉田村､根上町､板津
村､牧村､石川郡美川町
第 3候 臨時託児所ノ託児ノ年齢ハ満二歳以上
学齢期迄トス
第 4候 臨時託児所こ左ノ職員ヲ置キ知事之ヲ
委嘱ス
所長 1名､保姫若干名､助手若干名
附 則
本規程ハ昭和九年八月一日ヨリ之ヲ適用ス
託児の年齢は2歳以上学齢期までで､16カ
所の託児の実人員は1,245名､延人員は93,398
人に及び､これにより雁災者の幼児が 4カ間
にわたって保育され､雁災者は災害復旧事業
に専念することができたのである｡⑳
なお､臨時託児所の状況については､｢臨時
託児所経営に関する感想｣『社会改良』(第15
年次 県 費 市 費 町 村 費 合 計
直営 補助 計 直営 補助 計 直営 補助 計 直営 補助 計
ltJ二ri 1,450 1,450 4,902 500 5,402 1,132 500 1,632 6,034 2,450 8,484
Tt)ごト 200 二日目 7,020 750 7,770 416 450 tWti 7,436 1,400 8,836
tー)ご0 700 700 6,986 750 7,736 1,198 450 1,648 8,184 1,90010,084
川jり tuト 69812,050 30012,350 3,505 150 3,65515,555 1,14816,703
川Jl 丁Stl 丁ごり 6,561 6,561 2,578 120 2,698 9,139 87910,018
川JJ 1,090 1,090 6,758 200 6,958 3,910 472 4,38210,668 1,76212,430
1934 850 850 6,758 100 6,858 4,011 750 4,76110,769 1,70012,469
lリJLi 1,550 1,550 8,912 1,60010,512 3,923 1,245 5,16614,385 2,84517,230
表27 1934年水害地臨時託児所
町村名 所 在 地 区 域 !出席延人員 出席実員 職 員 数 経 済
保母 助手 使丁 給 料 設備費 会場費 給食費 用 品 計
美 川 町 美川町小学校 川北村避難者l美川町雁災 (人)3,928 42 1 1 1 (Pj)192 50 70 314.24 8.40 634.64
川 北 村 橘小学校 全 村 7,742 121 2 1 1 194 50 36 619.36 24.20 923.56尾 口 探瀬説教場 深瀬区 4519 44 1 75 25 36152 88 60_32
根 上 町 福岡青年倶楽部 福岡外 3区 5,328 66 1 1 12 192 30 158 426.24 13.20 819.44
享奏 村 願隆寺 全 村 3,68() 44 1 12 117 40 43 294.40 8.80 503.20
寺井野 如是館 寺井区 703 93 2 74 4 36 5630 86 316
粟 生 村 寺院 全 村 13,566 126 1 1 250 50 70 1,085.28 25.20 1,480.48
久 常 村 久常小学校､下清水区に分場 全 村 10,043 125 2 2 222 80 48 803.44 25.00 1,178.44
牧 小島小学校 7578 135 2 264 6 26 60624 270 98 4
吉 田 村 専教寺､吉原区に分場 全 村 9,192 117 2 2 222 70 78 735.36 23.40 1,128.76
板 津 村 大丸小学校､高堂に分場 全 村 14,648 252 2 2 2 336 75 39 1,171.84 50.40 1,672.24
自 峰 村 寺院､分場を設 く 桑原区 6,136 8() 2 2 240 80 80 490.88 16.00 906.88
備考1.経費中給食辞､会場費､設備費は三井報恩会 (3,500円)､愛国婦人会石川県支部 (500円)よりの寄付金を充当した｡
2.経費中給食費､用品費は義損金より支出
? ? ? ? ? ? ? ? ? ?? ?? ? ? ? ? ? ? ? ??
? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ???
矢 ヒ:石川L.と社会福祉成立史研究 (3I2)
早)に詳述 されているが､その中から､能美
郡粟生村村長の臨時託児所に関する感想をあ
げて､理解の一助 としたい｡
石川県臨時託児所に関する感想
能美郡粟生村 粟生村長
1.託児に及ぼしたる影響
1.時間的に食事をする為め保健良好にして村
医師の説に依れば従来に比 し児童の胃腸患
者は5分の 1に減少す
但し間食は菓子多き為め歯を害したる者を
見受けたり
2.談話､手工､図画､唱歌に依り智識を増進
せり
3.共同生活に依り我俵が無くなり仲良く遊ぶ
習慣を得たり
4.一般に行儀作法､言葉遣いも良く覚えると
同時に善悪の差別を知る
5.神仏に対し敬の念生じたり
2.家庭並に社会に及ぼしたる影響
1.従来児童の為め働き能はざる家庭が託児所
開設の為め業務に従事し一家の生計費の援
助をなせり
殊に中流以下の家庭は日稼労働に従事 し収
入を増加せり
2.有難き此の社会施設に感激し人心安定せり
3.託児の唱歌､遊戯等を覚え家庭に於て演ず
る為め一家の和楽を増大せり
3.経営上に関する件
仮託児所は臨時的の為め空気の流通､採光不
完全なり
屋内外運動場及其の他設備の不十分は遺憾
なり
4.将来の希望
1.毎年開設
2.託児所の建設 (本村は目下計画中)
3.託児所の経費に対し国府県其の他社会団体
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より相当の補助方
このように､託児及び家庭への好影響が示
され､臨時託児所の設置 を発展させて､毎年
開設 を目論で目下託児所の建設 を計画中 とあ
った｡同臨時託児所の保育内容 は､談話 ･手
工 ･図画 ･唱歌 ･遊戯 を採用 していた ことが
わかる｡
4) 虚弱児童保護事業
虚弱児童の健康増進 を目的 として､ 日本赤
十字社石川支部が､河北郡七塚村に児童夏季
保養所 を1921(大正10)年 より設置 した｡⑲同
保養所 は毎年 8月1日より3週間開設 され､
収容児童は毎年約128名で､経費については毎
年3,250円であった(『石川県之社会事業一覧En
大正13年22頁)｡
日本赤十字社石川支部夏季児童保養所規程
第 1候 本所ハ石川県管内二在住ノ身体薄弱又
ハ腺病質児童ヲ保護者ヨリ委託ヲ受ケ之レヲ入
所セシメテ其体質ヲ改良シ健康ヲ増進スル目的
ニテ保養ヲナサシムルモノトス
第 2候 本所ハ日本赤十字社石川支部夏季児童
保養所 卜称シ毎年 8月1日ヨリ同21日迄海潰適
当ノ地二開設ス
第3傑 本所二左ノ役員ヲ置ク
1主管
2事務員
3教員
4医師
5看護婦
第 4候 本所ノ目的ノ達スル為メ左ノ事項 ヲ実
施ス
1身体的保養
2精神的慰安
3食 養
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4検診治病
5学科復習
6成績考査
7家庭通信
第 5候 保養所ハ当分河北郡七塚村字外目角二
設置ス
第 6候 本所ノ受託児童ノ定員ハ百名 トシ年齢
7歳以上13歳以下シテ伝染性疾患ナク且特別ノ
保護ヲ要セサルモノ二眼ルモノトス
第 7傑 受託保養者ハ食費金拾式円ヲ前納スル
モノトス
但シ家庭ノ事情二依 リテハ半額ヲ納入セシメ
父ハ免除スルモノトス
第 8修 本所二入所ヲ志望セラル ､者ハ第 1号
書式ノ申込書二第2号書式二依ル身体検査書並
食費ヲ添へ保護者ヨリ7月10日迄二当支部二提
出セラル ､モノトス
第9候 保養者二ハ第 3号書式ノ入所券ヲ交付
ス出発当日携帯役員二差出サル ､モノトス
第10健 保養老ハ第4号表ノ物品ヲ信玄袋､風呂
敷又ハ小サキ柳行李等二納メ本製名札ヲ付シ入
所当日携帯スルモノトス
但第 4号表ノ携帯物品目録ハ必ズ携帯セラレ
ルモノトス
第11候 保養者ハ 8月 1日午前11時入所セラ
ル ､モノトス
第12修 保養者ハ8月21日午前 8時解散スルモ
ノトス
第13候 保護者ハ随意参観セラレタシ其ノ他何
人二テモ参観ハ随意 トス
第14候 保養所へ何人ニテモ金囲物品ヲ寄贈七
表28 男女年齢別
ラル ､モノアラハ之レヲ受納スルモノトス
ここでは比較的に資料の恵 まれた1922(大
正11)年の第 2回日本赤十字社石川支部夏季
児童保養所 より同所の状況について述べてみ
たい｡
第 2回の保養所開設 に対 して138名の希望
者があったが設備の都合 によ り117名に限定
し､金沢市中学校医によって選定 された｡
116名の一般的身体的状況 は腺病体質が65
人､溶出性体質が12人､虚弱体質が39人 (1
名は8月17日後入所のため算入せす)で､毎
日2回の健康診断を行 うほか､遇 1回身体検
査を行い身長体重及胸囲を測定 し其成績によ
り個人的に運動量､入水の程度､食物の摂取
量を酎酌するなど衛生状態に配慮 した｡
児童の男女年齢別は表28の通 りで､男児が
多い｡
児童の処遇についてはなるべ く児童 をして
自治的にしてあまり規則で拘束せず児童の個
性 を尊重 して､それが伸展するように導き､
また､温 さ抱擁中に児童の生活を置 くために､
各教員が各室 を分担 し児童 と起居を共にし､
保養の目的を達成できるように配慮されてい
た ｡
児童の組織 は､懐郷の情 を和げるために､
年齢学年出身地続柄等を考慮 して男子を4室
に､女子を2室に配当し､各教員は各室を分
担 し､指導看護にあたった｡各室 ごとに児童
忘で7歳 8 9 10 11 12 13 計
男 1 4 15 19 16 13 4 72
女 3 8 6 8 14 3 42
計 1 7 23 25 24 27 7 114
矢上:石川県社会福祉成立史研究 (3-2)
を3グループの小自治グループに組織し､携
帯品､棚､寝具､食卓､下駄箱､干場等に至
るまで悉 く組番号と氏名を付した木札及び紙
札を貼付あるいは所持品を結締させ整理にあ
たらせた｡各自治グループには長幼児を交ぜ
て組織し､年長者を組長副組長とし､組長副
組長下の指揮のもとに､起居整頓､清潔､整
列等に亘るまで自治的､規律的に活動せしめ
た ｡
児童の日課は､児童の倦怠と懐郷の情を起
さないように諸配慮を加えて､以下のように
定められていた｡
日 課
午 前 行 事
6時 起 床
自6時
至6時50分
自6時50分
室7時
整容､清潔､整頓
人月点呼､東方遥拝､体操
7時15分 朝 食
自8時
至9時 自 修
9時 間食分与(牛乳1合)
IHI,乳用ふる能はざるものには
妓イtr)として鶏卵川司を与えたr)
自9時30分
室11時 拓水浴
12時 午 食
午 後
自零時30分
至2時30分
自2時30分
至4時
静 養 (午睡)
悔水浴
4時 間食分与 (葉子或は果物)
自4時
至5時30分 入 浴
6時 夕 食
自6時30分 自由遊戯､郊外散歩､お話会
至8時 福引､唱歌会､活動写真映画等
8時30分
臨時日程
1.身体検査
2.談話会
3.唱歌会
4.相 撲
5.運動会
6.河北潟舟遊
7.福 引
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就 寝
8月1日､7日､14日､20日
8月3日､6日､20日
18月16日
8月9日､18日
8月18日
8月15日
8月6日
8.活動写真映画 8月13日(但本保養所生活実
写と外2､3種)
9.活動写真フイルム撮影
8月1日､2日､21日
10.網 引 8月2日､10日､16日
ll.偏平足検査 8月3日
12.記念写真絵葉書撮影 8月7日
13.お噺会 8月8日(石川県師範学校講演部員)
14.児童成績品展覧会 8月18日
･5･警讐 >(要 覧 児) 8月12日
自修時間については児童の個性を尊重し､
一時的集団であるのを鑑みて自修時間は一定
の主義の下に取扱わずその時聞及び課業の範
囲を定めただけで､課程は各自の日誌､母校
における課題練習､家庭及び友人への通信､
其他課外読物 (県立図書館より借入の専用児
童文庫)等とし､各教員の個別指導の下に行
われた｡⑪
同保養所は毎年志望者が定員を超過する状
況であったが1930年の経済不況を受けて日本
赤十字社石川支部の財政窮乏し､同年限りで
閉鎖された｡しかし､虚弱児童保護について
社会的施設 として復活を希望する者多 く､
1934(昭和 9)年 8月1日より3週間の夏季
児童保養所が再開された｡なお､再開後 2年
46 清泉女学院短期大学研究紀要(第 17号)
目にあたる1935(昭和10)年の収容児童は男
子97名､女子35名の計132名､⑫翌1936(昭和
ll)年は､男子111名､女子54名の計156名 と､
ますます盛況となった｡職員も児童の増加に
伴い､主管 1名､教育主任 1名､教員9名､
医員専任 1名､兼任 3名､事務員 1名､看護
婦専任 3名､相談役12名の計31名 と増配置さ
れた｡⑬
5) 児童虐待防止事業
この時期の長びく経済不況を背景に子殺し
や児童の虐待が多発 した｡1929年 7月から
1932年 6月までの3カ年間に､新聞報道のあ
った全国の児童虐待件数は350件 にのぼっ
た｡細しかし､この数は新聞報道に取 り上げら
れたケース数であって､実態にあった数では
ない｡実際にはこれよりはるかに多 くの虐待
があったことは疑う余地のないところである｡
曲芸軽業等の危険な業務に児童を使用し､
またその習練等に際して悲惨な虐待行為が行
われ､あるいは芸妓､酌婦等として酔客の相
手をさせられ､さらに､戸々についてまたは
路上において物品販売等の虐待行為が頻頻 と
して行われつつあった｡これらは何れも児童
の健康を害し､児童の健全な発達を阻むのみ
でなく､児童自身の中に反社会性を醸成して
いくことも少なくなかった｡こうした状況を
背景にして､1933年 4月 1日法律第40号を以
って児童虐待防止法が公布され､同年1()月 1
日より施行された｡
児童虐待防止法で取 り扱う児童は原則 とし
て満14歳までとしていた｡とくに本法で中心
となるのは第 2条と第 7条であるので次に示
してみる｡
児童虐待防止法(昭和8年8月1日法律第40号)
第2条 児童ヲ保護スベキ責任アル者児童ヲ虐
待シ又ハ著シク其ノ監護ヲ怠り因テ刑罰法令二
触レ又ハ触ルル虞アル場合二於テハ地方長官ハ
左ノ処分ヲ為スコトヲ得
1.児童ヲ保護スベキ責任アル者二対シ訓誠ヲ
加フルコト
2.児童ヲ保護スベキ責任アル者二対シ候件ヲ
附シテ児童ノ監護ヲナサシムルコト
3.児塞ヲ保護スベキ責任アル者ヨリ児童ヲ引
取り之ヲ其ノ親族其ノ他ノ私人ノ家庭又ハ
適当ナル施設二委託スルコト
前項第三号ノ規定二依り処分ヲ為スベキ場合
二於テ児童ヲ保護スベシ但シ親権者又ハ後見人
二引渡スベキ責任アル者親権者又ハ後見人二非
ザルトキハ地方長官ハ児童ヲ親権者又ハ後見人
二引渡スコト能ハザルトキ又ハ地方長官こ於テ
児童保護ノ為適当ナラズト認ムルトキハ此ノ限
リニ在ラズ
すなわち本条には､児童を保護すべき責任
あるものが児童を虐待し､あるいは著しく其
の監護を怠る場合とある｡
第7条 地方長官ハ軽業､曲馬又ハ戸々二就キ若
ハ道路二於テ行フ諸芸ノ演出若ハ物品ノ販売其
ノ他ノ業務及行為ノ虐待二捗り又ハ之ヲ誘発ス
ル虞アルモノ二村必要アリト認ムルトキハ児童
ヲ用フルコトヲ禁止シ又ハ制限スルコトヲ得
児童虐待防止法第7条二依ル業務及行為ノ種
類指定ノ件 (昭和8年8月2日公布 内務省令第
21号)
児童虐待防止法第七条第二項ノ規定二依り児
童ヲ用フルコトヲ禁止シ又ハ制限シ得ル業務及
行為ノ種類ヲ定ムルコト左ノ如シ
1.不具崎形ヲ観覧二供スル行為
2.乞 食
3.軽業､曲馬其ノ他危険ナル業務ニシテ公衆
ノ娯楽ヲ目的トスルモノ
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4.戸々二就キ又-道路二於テ物品ヲ販売ス
ル業務
5.戸々二就キ又ハ道路二於テ歌謡､遊芸其ノ
他ノ演技ヲ行フ業務
6.芸妓､酌婦､女給其ノ他酒間ノ斡旋ヲ為ス
業務
上記の 6号のうち､児童を用いることを禁
止 しているのは 1から3までおよび6の4号
で､4､5の 2号は一定の手続 きをすれば用
いることができた｡
石川県では児童虐待防止法の施行 と同時に
市町村長､警察署長､学校長に対 し通牒､訓
令を発 し本法の趣旨普及に努めた｡また､1934
年 5月26日､本法の対象が多いと予想される
金沢市において､康坂､玉川両署 と協力 して
本法の一斉取調を実施 したが新聞売を行 う2
少年をみたのみであった｡そして､直に業務
従事の許可の手続 きをとらせた｡なお､1934
年度中における法 7候の違反 は 3件であっ
た｡⑮
児童虐待防止法施行二関スル件依命通牒
発社1,493号
昭和 8年9月30日
警察署長殿 石川県学務部長
市町村長殿 石川県警察部長
児童虐待防止法施行こ関シテハ嚢二勅令及省
令公布セラレ今回サラニ9月13日附石川県令第
35号ヲ以テ之ガ施行規則公布相成候庭同法ハ児
童保護上極メテ緊要ナル立法タルノミナラズ社
会風教ノ刷新二貢献スル所亦多大ナルベシ存候
就テハ之ガ施行二関スル諸般ノ準備ヲ遂グル ト
共二法律ノ趣旨ヲ周知セシムルノ要アルハ勿論
不遇ノ児童ヲ保護スルニ遺漏ナキヲ期シ特こ左
記事項こ付テハ周密ナル注意ヲ払ヒ以テ同法所
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期ノ目的ヲ達成スルニ努メラレ度候也
記
1.不遇児童ノ発見ニハ警察署長､市町村長､相
互連携ヲ保ツノ外方面委員､学校職員等魔ク各
方面ノ協力ヲ求ムルコト
2.万両委員､学校職員ヲシテ本法施行事務ヲ補
助セシムル場合二於テハ特二不遇児童ノ発見
及虞分後ノ監督並二受託者ノ斡旋二当ラシメ
其ノ指導訓練二付テハ十分留意スルコト
3.本法ノ目的達成ハ官民ノ協力二俣ツ所大ナル
ヲ以テ努メテ民間保護団体ノ発達ヲ計ルコト
4.施行規則第 1傑及第2候ノ申告ヲ為スニ当リ
テハ十分状況ノ調査ヲ為スハ勿論ナルモ調査
こ際シテハ関係者ノ名著ヲ尊重シ秘密ヲ厳守
シ私生活二対スル無用ノ干渉ヲ避ケルコト
規則第 2候ノ申告ヲ為スノ外同規則第 3候乃
至6候規程ノ事項ヲ怠りタル事情ヲ知 り又ハ
右二関シ意見アル場合ハ直二具申スルコト
6.施行規則第13候､第18候､第22候及附則規定
ノ事項遵守こ付テハ特二厳重監督スルコト
7.施行規則第14候各号､第21候各号及附則第4
項規定ノ事実ヲ発見シタル トキハ直こ其ノ事
情ヲ具申スルコト
児童虐待防止法施行二関スル件
発社1,553号
昭和 8年10月7日
小学校長殿 石川県学務部長
児童虐待防止法二関シテハ嚢二勅令及省令公
布セラレ今回更ニ9月13日附石川県令第35号ヲ
以テ之ガ施行規則交付相成候虞同法ハ児童保護
上極メテ緊要ナル立法タルノミナラズ社会風教
ノ刷新二貢献スル所亦多大ナルベシト存候就テ
ハ右施行二関シ不遇児童ノ発見及処分後ノ監督
並二受託者ノ斡旋ニッキテハ学校教職員ノ努カ
ニ按ル所多大ナルヲ認メ警察署長､市町村長二対
シ貴職ノ協力ヲ求ムル様通牒致置候こ付テハ右
御了承ノ上本法ノ目的達成二努メラレ度候也
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表29
名 称 組 織 所 在
金 沢 育 児 院 私 立 金 沢 市 上 鷹 匠 町
＼表中小野慈-lX,'院 ノ前座及支出経Le費ハ次表刷院発毛弔業及窮民救助市業トrr]--祥済二村キLx_/JH11-シ難キヲ以テ合貨タルモノヲ
(汁)TJJHLE.卜 T川rLITミ統計吾)?(大jr:i(L版)14(ト141日`
こうして石川県は警察署長､市町村長及小
学校長に､児童虐待防止法の主旨普及と不遇
児童の発見 ･保護に協力を求める一方､児童
虐待防止法の理解を得るため､石川県主催に
より､1933年10月16日､18日､19日､20日に､
県下4会場 (金沢市兼六会館､小松町自治館､
七尾町元郡役所､宇出津町役場)で児童虐待
防止法講習会を開催した｡
それぞれ 1日宛午前9時から午後4時まで､
村田県社会課長および打尾県社会事業主事が
講師で､ 1.児童虐待防止法の解説､2.同
法施行に関する指示事項､3.質議応答の内
容で講習会が行われ､受講者は市町村吏員､
警察官吏､方面委員､学校教職員で金沢市111
名､小松町32名､七尾町23名､宇出津町40名
の計206名であった｡⑯
6) 既設児童保護事業の動向
①育児事業
石川県に於ける育児施設としては1864(元
治元)年､小野太三郎創立の小野慈善院 (幼
年部)と1905(明治38)年､英国宣教師マッ
ケンジー博士設立の金沢育児院がある｡両施
設とも1932(昭和 7)年6月22日､救護法に
よる救護施設となった｡⑰
矢上 :石川県社会福祉成立史研究 (3-2) 49
掲ケタリ0本表ノ外TIJl郡金石町二個人経営こ係ル金石託児所アレモ事業ノ内容全ク異ルヲ以テ本表中二之レヲ掲グルヲ得ズ
以下に､両施設の1919(大正8)年の児童
の概況および経費に関する統計 (表29)をあ
げておく｡
(参少年教護事業
石川県立育成員は1908(明治41)年10月､
金沢市本多町に設立され､1910(同43)年8
月､河北郡小坂村に移転した｡同院は1931年
より女子部を開設し､定員5名を増加して35
名となる｡1933(昭和 8)年に感化法が改正
され､少年教護法が制定されるが､同院では
その年､3月10日より1週間を少年保護週間
として標語募集､ポスター頒布掲出､ラジオ
放送､映画会､講演会等の諸事業を行った｡
翌年にも5月9日より1週間を少年保護週間
として前年同様の事業を実施した｡⑳
同院による生活処遇は､感化法時代と同様
家族的処遇で ｢察舎には教諭並に保姫が宛然
一家に於ける家長主婦の如き地位に立脚して
生徒と起居を共にし作法訓育の指導に任ずる
ものにして､生徒が薫れたる従来の家庭生活
を離れて本院の生活に更生することにより､
此所に夫々個性に適応せる訓育指導を受くる
ものなり｡｣⑳として､3家族舎(金城寮男子定
員15名､薫風寮男子定員15名､望湖寮女子定
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員 5名)に分けて処遇を行った｡ 県学務部 『社会課事務概要』(1935年度)によ
同院の1935年当時の日課表 (表30)および ると24名で､郡市別内訳けは以下の通 りであ
園児の概況は以下の通 りである｡ る｡
表30 日課表期間 自4月1日 至7月15日 自12月1口 自7月16日行事 自9月11日 至11月末日 至3月末日 至9月10日
起床 冷水摩擦家 庭 用 事朝 食 午前 5時半 午前 6時 午前 5時6 30分 7 30分 6 30分
朝 礼国 民 体 操学 科 及 実 習 午前 7月30分 午前 8時30分 午前 7月30分自午前 8時 自午前 9時 自午前 8時至午前 11時30分 至午前 11時30分 至午前 11時
昼 食 正 午 正 午 正 午
学 科 及 実 習運 動 遊 戯家 庭 用 事夕 食 自午後 1時 自午後 1時 自午後 3時至 45 半 至 45 至 4 半6
･刃 自午後 6時半 自午後 6時 自午後 7時
自 習 至午後 8時 至午後 7時半 至午後 8時
終 礼 午後 8時半 午後 7時半 午後 8時
園児の概況 (表31)によると､入院児の年
齢は11歳未満から16歳未満に集中して多い｡
なお､少年教護法第11候に在院期間は満20歳
に至るまでとされていた｡
園児の出身別では金沢市出身者が210名中
113名と過半数を占め､園児の保護者の動向で
は､単親の児童が47.34%､両親無さ児童23.
19%とで､両方を併せると7割強になり､家
庭環境 と入所との関連が看取される｡
少年教護法の制定によって､従来からの教
護院による少年の教護に加えて､新たに少年
教護委員の制度が成立した｡少年教護委員は
その担当地域において､少年の発見具申及び
少年の観察を行うのが主要な職務であった｡⑲
石川県における少年教護委員の設置数は石川
(少年教護委員の市町別数)
金沢市 1()名 大聖寺町 2名
小松町 3名 松任町 2名
津幡町 1名 羽咋町 1名
七尾町 2名 輪島町 2名
飯田町 1名 計 24名
(汁)石川県学務部 r社会灘:'it務概要｣昭和10年147-148百
こうした配置数に対して､石川県育成院長
池田書道は ｢現在設置せられたる少年教護院
は数に於て甚だしく少 く､寧ろ余 りにも少数
に失したるかの憾がある｡｣⑪と述べ､さらに
｢各小学校下に必ず 1名以上を設置すべきで
ある｡｣⑫と述べている｡
内務省社会局内にある日本少年教護協会 と
石川県との共済で､少年保護法講習会が1935
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表31 園児の概況 (1935年3月末日調､調査員210名)
1.園児の年齢
9歳未満 6 12歳未満 37 15歳未満 31 18歳未満 3計 210
10歳未満 13 13歳未満 36 16歳未満 20
11 23 4 28 7 13
2.園児の郡市別
忘聖竺金沢 江沼 能美 石川 河北 羽咋 鹿島 鳳至 珠洲 他県ヨリ香託 計
入 院 数 113 ll 10 16 14 10 ll 19 3 3 210退 8 8 5 ll5 5 56 143
死 亡 数 5 1 1 2 9
3.園児の保護者の動向
種 別 人員 種 別 人員 種 別 人員
実 父 母 63 実 母 ノ ミ 41 継 母 3
実 父 継 母 25 養 父 母 16 後 見 人 9
継 父 実 母 3 祖 父 母 ll 其 他 4
実 父 ノ ミ 29 伯 叔 父 母 6 計 207
年 1月28日より30日まで3日間､金沢氏の兼
六会館に於て､内務省社会局属新妻一郎 ｢演
題 :少年教護法｣､国立武蔵野学院長菊池俊諦
｢少年教護事業｣､社会事業研究所主事福山政
一 ｢児童保護問題｣､石川県育成院長 ｢不良少
年問題｣を講師として開催され､受講者は県
下教護委員､方面委員､学校職員等百余名の
他､福井､富山､新潟県の教護関係者十数名
の出席があった｡⑬
以上､石川県における児童保護の成立と展
開について述べてきた｡
とくに､死産や乳児死亡の増加を背景に妊
産婦保護や乳幼児保護などが成立したこと､
また､常設保育所が金沢市を中心に急激に増
大し､県内の各町に普及した｡一方､農漁村
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部を中心に季節託児所が1920年から開設され､
なかなか設置の伸展はみなかったものの､
1937年には120カ所の開設と顕著な増加を示
した｡
1921年には虚弱児童保護のため､日本赤十
字社石川支部夏季児童保養所が成立している｡
また､経済不況下､児童虐待事件が頻発する
なかで､1933年､児童虐待防止法が制定され
るが､石川県においても種々の児童虐待防止
活動が開始され､同年10月には県下4会場で
児童虐待防止講習会が開催されている｡
既設の児童保護事業の動向では､小野慈善
院 (幼年部)と金沢育児院が1932年に救護法
の救護施設となり､また感化法が改正され､
1933年に少年教護法が制定され､従来からの
院内教護だけでなく､院外において､すなわ
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ち地域で､教護児童の発見具申および観察を
主要な任務 とする少年教護委員制度が発足し､
石川県でも20数名の委員が選任され同制度が
開始された｡
このように､従来までの児童救済期 (1868
-1918年)の救済対象児童 く無告の孤児 ･貧
児 ･棄児)･(盲聾唖児)･く不良行為をなすか､
その虞のある児童)に加えて､妊産婦保護事
業､乳幼児保護事業､常設保育所､季節託児
所､虚弱児保護事業､児童虐待防止事業など
の要保護児童を対象にした児童保護事業が成
立 し展開した｡ (次号に続 く)
注
1)生江孝之については､一番ケ瀬康子『生江孝
近代社会事業の歩み』(全社協選書 1)1971.同
上 『生江孝之集』鳳書院1983.生江孝之 『自伝
わが九十年の生涯』日本民生文化協会,1957な
どがある.
2)生江孝之 『増訂社会事業綱要』巌松堂書店
昭和11年286-288貢
3)前掲 2.288頁
4)石川県社会事業協会 『石川県之社会改良.洞第
2号 大正14年7月 120-121貢
5)石川県社会事業協会 『石川県之社会改良』第
3号 大正14年11月 101-102貢
6)石川県社会事業協会 『社会改良』第7号 昭
和3年6月 128-129百
7)石川県社会事業協会 『社会改良』第16号 昭
和11年5月 68-71頁
8)石川県社会事業協会 『社会改良』第6号 昭
和2年 4月 43-46頁
9)石川県『石川県史』(現代編3巻)昭和39年416
頁
10)愛国婦人会石川県支部『愛国婦人会石川県支
部例規』昭和9年 37-39貢
ll)石川県社会課 『石川県社会事業便覧』大正12
年12月
12)石川県社会課 『石川県社会事業便覧』大正15
年 1月
13)前掲12
14)前掲4.113-115頁
15)石川県社会課『石川県社会事業便覧』昭和9年
16)金沢市社会課 『金沢市社会事業一覧』昭和12
年
17)前掲16
18)石川県学務部 『社会課事務概要』昭和10年
133-134頁
19)石川県社会課 『石川県社会事業便覧』昭和4
年
20)前掲19
21)前掲19
22)石川県社会事業協会 『社会改良』第11号 昭
和6年12月 113-115頁
23)前掲22
24)前掲15
25)前掲15
26)前掲6.31頁
27)前掲22.154頁
28)石川県社会事業協会 『社会改良』第15号 昭
和10年 4月 69-71頁
29)前掲28.69貢
30)石川県内務部社会課 『石川県之社会事業一
覧rn大正13年 22貢
31)口本赤十字社石川支部『夏季児童保養所第2
回事業報告』大正11年 21-25頁
32)口本赤十字社石川支部『日本赤十字社石川支
部要覧』昭和11年 16-17頁
33)日本赤十字社石川支部『日本赤十字社石川支
部要覧』昭和12年 14-15頁
34)児童擁護協会 『児童を守る』1933年58頁
35)前掲18.146頁
36)石川県社会事業協会 『社会改良』第14号 昭
和9年 2月 73頁
37)前掲18.140-142頁
38)石川県育成院 『石川県育成院要覧』昭和10年
2--3頁
39)前掲38.2-3頁
40)前掲28.7-14頁
41)前掲28.8貢
42)前掲28
43)前掲28.101-106頁
